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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第121期
第１四半期
連結累計期間

第122期
第１四半期
連結累計期間

第121期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （百万円） 68,875 80,688 287,635

経常利益 （百万円） 1,347 2,181 6,576

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 823 1,426 4,006

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 949 1,969 4,926

純資産額 （百万円） 106,080 110,022 109,089

総資産額 （百万円） 216,428 236,732 231,306

１株当たり四半期（当期）純

利益
（円） 25.25 42.70 120.61

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.5 45.0 45.7

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営む事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間の我が国経済は、新型コロナウイルス新規感染者数の減少に伴う行動制限の緩和によ

り、サービス分野での個人消費が持ち直すなど、景気は回復傾向となりました。

　しかしながら、原料穀物は世界的に旺盛な需要に加え、深刻なウクライナ情勢の長期化による供給懸念により、

依然として原料穀物相場は歴史的高値で推移しております。さらに、為替相場の円安ドル高進行による輸入コスト

やエネルギーコストの上昇なども重なり、引き続き極めて厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中、当社は創立90周年を迎える2025年度のありたい姿（長期ビジョン）「SHOWA Next Stage

for 2025」の実現に向けた２nd Stage「中期経営計画20-22」の最終年度を迎えました。５つの基本戦略「①基盤

事業の強化」「②事業領域の拡大」「③社会的課題解決への貢献」「④プラットフォームの再構築」「⑤ステーク

ホルダーエンゲージメントの強化」の各施策の推進に努めております。

　当第１四半期連結累計期間では、「①基盤事業の強化」において、プレミックス事業を発展・進化させるための

基幹工場として船橋工場内に「船橋プレミックス第２工場」を新設し、６月より操業を開始いたしました。変化す

るニーズや要望に対応することで、よりお客様にご満足いただける安全な製品の提供を目指してまいります。

　「③社会的課題解決への貢献」では、「昭和産業グループ 環境目標」を新たに設定いたしました。CO2排出量

46％以上削減（グループ全体2030年度目標、対2013年度）、食品ロス発生量30％以上削減（昭和産業及び食品ロス

発生量が100ｔ／年以上のグループ会社６社2025年度目標、対2018年度）、水使用量原単位12％以上削減（グルー

プ全体2030年度目標、対2019年度）の実現を目指してまいります。

　当第１四半期連結累計期間の経営成績は、連結売上高は80,688百万円と前年同期に比べ11,812百万円（17.1％）

の増収となりました。営業利益は1,815百万円と前年同期に比べ772百万円（74.1％）の増益、経常利益は2,181百

万円と前年同期に比べ833百万円（61.8％）の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,426百万円と前年同期

に比べ603百万円（73.3％）の増益となりました。

 

　セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

 

＜製粉事業＞

　製粉事業は、行動制限の緩和から外食や土産品などの需要が回復基調となった一方で、コンビニエンスストア向

けの日配品等において厳しい状況が継続しております。マーケット分析力を生かし、ターゲット業態別での提案型

営業の強化を行ったことにより、業務用小麦粉の販売数量については、前年同期を上回りました。また、コンビニ

デザート等中食市場への取り組みを強化したことにより、業務用プレミックスの販売数量については、前年同期を

上回りました。ふすまの販売数量については、前年同期を上回りました。販売価格については、輸入小麦の政府売

渡価格が本年４月に平均17.3％（税込価格）引き上げられたことを受け、小麦粉製品の価格改定を実施いたしまし

た。

　営業利益については、焼成パン事業の収益改善や販売数量の増加などにより前年同期を大幅に上回りました。

　これらの結果、製粉事業の売上高は21,362百万円と前年同期に比べ1,212百万円（6.0％）の増収、営業利益は

1,028百万円と前年同期に比べ265百万円（34.8％）の増益となりました。

 

＜油脂食品事業＞

　油脂食品事業は、原料穀物相場の高騰に加え、原油をはじめとするエネルギーコストの上昇や、為替相場の急速

な円安ドル高進行の影響も受け、大変厳しい状況が続いております。製造コストの上昇に伴い、油脂製品について

は昨年３月、６月、８月、11月、本年３月の５度にわたる価格改定を発表し、販売価格の改定を最優先に取り組ん

でまいりました。

　業務用については、油脂とプレミックス、パスタのシナジー効果を生かし、提案型の営業活動を強化してまいり

ました。製粉・糖質事業等との連携に加え、グループ会社であるボーソー油脂株式会社との共同提案等による新た

な販路開拓に取り組みました。しかしながら、業務用油脂の販売数量については、製品価格の大幅な上昇に伴う需

要減退等により、前年同期を下回りました。一方、業務用食材の販売数量は、主要販売先である外食向けの売り上

げが回復したこと等により、前年同期を上回りました。

　家庭用では、コロナ禍において伸長した内食需要を更に喚起するために食用油とプレミックス、パスタとを関連

させた販売の強化に取り組んでまいりました。家庭用食用油の販売数量については、前年同期を上回りましたが、

本年１月からの小麦粉製品の価格改定による製品価格の上昇影響もあり、家庭用小麦粉、プレミックス（お好み焼

粉、ホットケーキミックス等）、パスタの販売数量については、前年同期を下回りました。
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　これらの結果、油脂食品事業の売上高は29,176百万円と前年同期に比べ5,334百万円（22.4％）の増収、営業利

益は1,059百万円と前年同期に比べ1,236百万円の増益となりました。

 

＜糖質事業＞

　糖質事業は、新型コロナウイルス感染者数減少に伴う経済活動の回復により、飲料等販売不振が続いた業態にお

いて需要の増加が見られた一方、昨年度から続く原料やエネルギーコストの上昇により、引き続き大変厳しい状況

が続いております。製造コストの上昇に伴い、本年は２度にわたる価格改定を発表し、適正価格での販売に取り組

むとともに、当社子会社である敷島スターチ株式会社やサンエイ糖化株式会社との連携を図り、提案型営業の強化

による低分解水あめ、粉あめなどの独自性のある商品群の拡販に努めてまいりました。糖化品の販売数量について

は、飲料用途等の需要が増加し前年同期を上回りました。コーンスターチの販売数量については、ビール用途等の

需要が増加し前年同期を上回りました。加工でん粉の販売数量についても、食品用途の需要が増加したことから前

年同期を上回りました。

　営業利益については、適正価格での販売に努めてまいりましたが、原料穀物相場の高騰や円安ドル高進行、エネ

ルギーコスト上昇等、急激な製造コストの上昇を吸収することができず前年同期を下回りました。

　これらの結果、糖質事業の売上高は15,157百万円と前年同期に比べ3,393百万円（28.8％）の増収、営業損失は

136百万円と前年同期に比べ361百万円の減益となりました。

 

＜飼料事業＞

　飼料事業は、顧客のニーズに対する提案型営業や畜産物の販売支援による畜産生産者との取り組み強化、高付加

価値商材の拡販に努めてまいりました。配合飼料の販売数量については、前年同期を上回りました。鶏卵の販売数

量についても、前年同期を上回りました。配合飼料の販売価格については、価格改定により前年同期を上回りまし

たが、値上げ幅を上回る原料穀物価格の高騰により売上原価が上昇しました。鶏卵相場は前年同期を下回る水準で

推移したことから、鶏卵の販売価格については前年同期を下回りました。また、配合飼料価格安定基金の負担増に

より販売費および一般管理費が増加となりました。

　これらの結果、飼料事業の売上高は13,781百万円と前年同期に比べ1,901百万円（16.0％）の増収、営業損失は

111百万円と前年同期に比べ330百万円の減益となりました。

 

＜その他＞

　倉庫業は、貨物獲得競争が激化する中、商社や主要顧客との取り組みを強化し、荷役量の増加に努めましたが、

貨物取扱量は前年同期を下回りました。

　不動産業、保険代理業、自動車等リース業、運輸業、植物工場等をあわせたその他の売上高は1,210百万円と前

年同期に比べ29百万円（2.4％）の減収、営業利益は336百万円と前年同期に比べ67百万円（16.8％）の減益となり

ました。

 

(2）財政状態の分析

　総資産は、236,732百万円と前連結会計年度末と比較して5,426百万円増加しております。主な増加要因は、売上

債権が2,612百万円増加したこと、投資有価証券が1,438百万円増加したこと、棚卸資産が970百万円増加したこと

であります。

　負債は、126,709百万円と前連結会計年度末と比較して4,493百万円増加しております。主な増加要因は、有利子

負債が6,639百万円増加したこと、設備関係債務が880百万円増加したことであります。一方、主な減少要因は、仕

入債務が2,827百万円減少したことであります。

　純資産は、110,022百万円と前連結会計年度末と比較して932百万円増加しております。主な増加要因は、親会社

株主に帰属する四半期純利益1,426百万円の計上による増加であります。一方、主な減少要因は、配当金の支払に

よる1,003百万円の減少であります。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

に重要な変更はありません。
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(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、656百万円であります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった設備計画のうち、当第１四半期連結累計期間に完了したものは次のと

おりであります。

会社名

事業所名
所在地

セグメントの

名称
設備の内容

設備投資総額

（百万円）

当期計上額

（百万円）
完了年月

当社

船橋工場
千葉県船橋市

製粉事業

油脂食品事業

二次加工

食品製造設備
6,193 5,838 2022年６月

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 131,000,000

計 131,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,985,420 33,985,420
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数は100株

であります。

計 33,985,420 33,985,420 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年６月30日 － 33,985,420 － 14,293 － 4,786

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

   2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－

－
普通株式 551,800

（相互保有株式）
－

普通株式 7,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,315,000 333,150 －

単元未満株式 普通株式 111,220 － －

発行済株式総数 33,985,420 － －

総株主の議決権 － 333,150 －

（注）　証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に1,400株（議決権14個）、

「単元未満株式」欄の普通株式に80株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 東京都千代田区内神田

２丁目２－１
551,800 － 551,800 1.6

昭和産業㈱

（相互保有株式） 宮城県仙台市宮城野区

蒲生２丁目１－５
7,400 － 7,400 0.0

共同輸送㈱

計 － 559,200 － 559,200 1.6

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,174 8,041

受取手形及び売掛金 49,500 52,112

商品及び製品 13,541 14,505

仕掛品 2,372 3,590

原材料及び貯蔵品 30,813 29,602

その他 3,918 4,881

貸倒引当金 △69 △58

流動資産合計 109,251 112,677

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 31,536 34,089

機械装置及び運搬具（純額） 24,154 26,310

土地 21,787 21,772

その他（純額） 7,437 3,026

有形固定資産合計 84,915 85,198

無形固定資産   

のれん 1,265 1,229

顧客関連資産 2,252 2,187

その他 1,096 1,205

無形固定資産合計 4,613 4,622

投資その他の資産   

投資有価証券 29,504 30,943

退職給付に係る資産 159 176

その他 2,969 3,221

貸倒引当金 △107 △107

投資その他の資産合計 32,525 34,234

固定資産合計 122,054 124,055

資産合計 231,306 236,732

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 33,536 30,709

短期借入金 16,322 18,006

コマーシャル・ペーパー 13,000 19,000

未払法人税等 687 329

賞与引当金 1,850 967

その他 17,282 18,886

流動負債合計 82,679 87,900

固定負債   

社債 18,000 18,000

長期借入金 4,494 3,448

役員退職慰労引当金 33 34

退職給付に係る負債 9,250 9,148

その他 7,758 8,177

固定負債合計 39,536 38,809

負債合計 122,216 126,709
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,293 14,293

資本剰余金 7,768 7,768

利益剰余金 76,980 77,404

自己株式 △1,184 △1,185

株主資本合計 97,858 98,281

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,336 7,489

繰延ヘッジ損益 217 412

為替換算調整勘定 364 459

退職給付に係る調整累計額 △80 △23

その他の包括利益累計額合計 7,839 8,338

非支配株主持分 3,392 3,402

純資産合計 109,089 110,022

負債純資産合計 231,306 236,732
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 68,875 80,688

売上原価 57,522 68,484

売上総利益 11,353 12,203

販売費及び一般管理費 10,310 10,387

営業利益 1,042 1,815

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 266 285

持分法による投資利益 71 162

その他 176 177

営業外収益合計 515 626

営業外費用   

支払利息 62 54

損害賠償金 2 2

為替差損 117 189

その他 27 13

営業外費用合計 210 260

経常利益 1,347 2,181

特別利益   

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 7 －

退職給付制度改定益 － 45

特別利益合計 7 46

特別損失   

固定資産廃棄損 63 60

固定資産売却損 0 2

港湾岸壁浚渫費用 － 35

その他 7 －

特別損失合計 70 98

税金等調整前四半期純利益 1,284 2,129

法人税、住民税及び事業税 247 379

法人税等調整額 191 296

法人税等合計 438 675

四半期純利益 845 1,453

非支配株主に帰属する四半期純利益 22 27

親会社株主に帰属する四半期純利益 823 1,426
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 845 1,453

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56 195

繰延ヘッジ損益 △48 204

退職給付に係る調整額 31 56

持分法適用会社に対する持分相当額 178 59

その他の包括利益合計 103 515

四半期包括利益 949 1,969

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 939 1,926

非支配株主に係る四半期包括利益 9 43
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【注記事項】

（追加情報）

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

　前連結会計年度の有価証券報告書「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　

（追加情報）　会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響」に記載の会計上の見積りの仮定

について、重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

大成良友食品（上海）有限公司

他１件
199百万円

大成良友食品（上海）有限公司

他１件
206百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
　前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　　至　2021年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　　至　2022年６月30日）

減価償却費 2,520百万円 2,335百万円

のれんの償却額 36百万円 36百万円

     

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,132 35.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当第１四半期連結累計期間において転換社債型新株予約権付社債に係る新株予約権の権利行使に伴い、

新株1,015,441株の発行により、当第１四半期連結累計期間において資本金及び資本剰余金がそれぞれ

1,515百万円増加しております。これを主な要因として、当第１四半期連結会計期間末において資本金が

14,293百万円、資本剰余金が7,749百万円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,003 30.00 2022年3月31日 2022年6月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 製粉事業
油脂食品
事業

糖質事業 飼料事業 計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 20,150 23,841 11,763 11,880 67,635

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 20,150 23,841 11,763 11,880 67,635

セグメント間の内部売上高又は振替高 134 681 306 0 1,123

 計 20,285 24,522 12,070 11,880 68,759

セグメント利益又は損失（△） 762 △176 224 219 1,030

 

   （単位：百万円）

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 

売上高     

顧客との契約から生じる収益 686 68,322 － 68,322

その他の収益 553 553 － 553

外部顧客への売上高 1,239 68,875 － 68,875

セグメント間の内部売上高又は振替高 763 1,887 △1,887 －

 計 2,003 70,762 △1,887 68,875

セグメント利益又は損失（△） 403 1,434 △391 1,042

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、不動産業、植物工場、　

保険代理業、自動車等リース業、運輸業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△391百万円には、セグメント間取引消去２百万円、全社費用△393百万円が含まれ

ております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開発

費であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 製粉事業
油脂食品
事業

糖質事業 飼料事業 計

売上高      

顧客との契約から生じる収益 21,362 29,176 15,157 13,781 79,477

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 21,362 29,176 15,157 13,781 79,477

セグメント間の内部売上高又は振替高 120 889 477 0 1,487

 計 21,483 30,065 15,634 13,782 80,965

セグメント利益又は損失（△） 1,028 1,059 △136 △111 1,840

 

   （単位：百万円）

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 

売上高     

顧客との契約から生じる収益 682 80,160 － 80,160

その他の収益 527 527 － 527

外部顧客への売上高 1,210 80,688 － 80,688

セグメント間の内部売上高又は振替高 664 2,152 △2,152 －

 計 1,874 82,840 △2,152 80,688

セグメント利益又は損失（△） 336 2,176 △360 1,815

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、不動産業、植物工場、　

保険代理業、自動車等リース業、運輸業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△360百万円には、セグメント間取引消去△１百万円、全社費用△359百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開

発費であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

 

 

EDINET提出書類

昭和産業株式会社(E00348)

四半期報告書

16/20



（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　項目
　前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　　至　2021年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　　至　2022年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 25円25銭 42円70銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
823 1,426

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
823 1,426

普通株式の期中平均株式数（株） 32,604,259 33,404,796

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月９日

昭和産業株式会社

取締役会　御中

 

 EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植村　文雄

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　武男

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和産業株式会

社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和産業株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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